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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 （千円） 2,126,3271,926,3761,834,9951,731,0831,646,341

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △3,419 △44,276 △29,077 2,832 △54,532

当期純利益又は当期純

損失（△）
（千円） 9,632 27,079 △41,659 △5,982 △62,121

持分法を適用した場合

の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,103,4001,103,4001,103,4001,103,4001,103,400

発行済株式総数 （千株） (20,000)(20,000)(20,000)(20,000)(20,000)

純資産額 （千円） 305,146 331,497 290,631 285,527 223,723

総資産額 （千円） 1,328,6731,300,0221,176,2951,118,8331,128,513

１株当たり純資産額 （円） 15.32 16.65 14.60 14.34 11.24

１株当たり配当額 （円） － － － － －

（内１株当たり中間配

当額）
（円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益

金額又は当期純損失金

額（△）

（円） 0.48 1.36 △2.09 △0.30 △3.12

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 23.0 25.5 24.7 25.5 19.8

自己資本利益率 （％） 3.2 8.5 － － －

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 12,823 44,265 △25,333 △5,912 △65,403

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △19,507 △8,653 △4,326 4,587 △18,987

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △30,060 △30,018 △30,009 △28,032 97,166

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 133,798 139,391 79,722 50,364 63,140

従業員数

[外、平均臨時雇用人員]
（人）

134

[121]

131

[110]

118

[92]

111

[97]

110

[106]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載しておりません。

３　当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第67期、第68期及び第69期は1株当たり当期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第65期及び第66期は潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

５　自己資本利益率については、第67期、第68期及び第69期は当期純損失のため、記載しておりません。

６　当社の株式は非上場であるため、株価収益率は記載しておりません。
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２【沿革】

寛正２年

(西暦1461年)

京都伏見において初代岡本善右衛門が鶴屋の屋号で菓子の製造を開始

元和５年

(西暦1619年)

５代岡本善右衛門が徳川頼宣公の国替えに同行し、以後、和歌山駿河町にて代々紀州家の御菓子を調

進

貞享２年

(西暦1685年)

将軍綱吉公第一女鶴姫が紀州家第３代藩主綱教公に御興（こし）入れされ、同名の屋号「鶴屋」の

返上を申し出て、徳川家より「駿河屋」を下賜される

大正10年５月 14代岡本善右衛門、個人経営から合名会社駿河屋に改組

昭和19年３月 16代岡本善右衛門、資本金195千円の駿河屋食品工業株式会社を設立

同 20年１月本店を和歌山市駿河町６番地より同市中之島757番地に移転

同 21年４月京都伏見総本家駿河屋と合併

同 24年７月大阪支店を大阪市北区に、京都支店を京都市下京区に設立登記

同 25年７月駿河屋食品工業株式会社より、株式会社駿河屋と社名変更登記

同 27年10月東京都中央区に東京支社を開設

同 28年６月当社株式、店頭売買銘柄として100万株が承認される

同 36年10月東京証券取引所市場第二部、大阪証券取引所市場第二部上場

同 46年10月和歌山市小倉25番地に本社工場を新設竣工

同 50年12月和歌山市駿河町６番地（昭和63年５月に12番地に地番変更）に本社社屋及び駿河町本舗新築、本社

を移転

同 59年５月本社工場増築

平成９年２月 東京支店移転（東京都豊島区）

同 10年６月　　 〃 　　（東京都杉並区）

同 10年11月京都支店移転（京都市伏見区）

同 12年11月東京支店移転（東京都渋谷区）

同 15年６月東京支店閉鎖（東京都渋谷区）

同 16年３月大阪支社移転（大阪市天王寺区）

同 17年１月東京証券取引所市場第二部、大阪証券取引所市場第二部上場廃止
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３【事業の内容】

　当社の主な事業は羊羹類、饅頭類、缶詰類、煎餅類等各種和洋菓子の製造と販売ならびにレストランの経営であり、単

一セグメントのため、セグメント情報は記載しておりません。

イ　本社 （和歌山県和歌山市駿河町12番地）

ロ　営業店 ①　和歌山支社　（和歌山県和歌山市）

 ②　大阪支社　　（大阪市天王寺区）

 ③　京都支店　　（京都市伏見区）

ハ　売店 ①　直営店　　　駿河町本舗ほか18店舗

 ②　出張売店　　近鉄百貨店ほか10店舗

ニ　特約店 市内ならびに近郊100店舗に各種和洋菓子等を販売

ホ　地方卸 主要都市の百貨店60店舗に各種和洋菓子等を販売

ヘ　喫茶・レストラン 京阪百貨店花洛店・鶴屋百貨店花洛店２店舗

ト　①　本社工場 （和歌山県和歌山市）

各種和洋菓子、羊羹、饅頭、缶詰、煎餅等の製造

②　京都工場 （京都市伏見区）

各種和菓子、饅頭類の製造

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

　当社には、子会社及び関連会社がないため、企業グループは存在いたしません。

５【従業員の状況】

(1）従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与

　　当社は、単一セグメントのため、セグメント情報は記載しておりません。　

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

         110（106） 46.5 22.4 2,738

　（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の（外書）は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、上期には、東日本大震災からの復興需要が下支えとなり、個人消費の持ち直しな

どにより、緩やかな回復が見られました。然しながら、長期化する欧州債務危機問題や中国を中心とした近隣新興国の

成長鈍化を背景に、景気は依然として先行き不透明な状況で推移しました。

　下期は、政権交代による景気浮揚策への期待感から、急速に円安・株高がすすみましたが、原材料及び燃料費の高騰

や消費者の節約志向により、企業収益は依然として厳しい状況が続きました。　　

　菓子業界におきましては、人口減少や販売形態の変化による企業間競争の激化に加え、増税懸念や所得環境の悪化の

中、消費者の生活防衛意識は根強く、買い控えや商品の低価格化が浸透し、デフレの定着化による厳しい経営環境が続

きました。百貨店及び量販店におきましては、中元・歳暮期の法人ギフト需要が低迷し、高額贈答品である和菓子市場

は厳しい商況となりました。

　このような経営環境のもとで、当社は、『菓子を通じて、感動と和みのある心豊かな生活シーンの提案をする』とい

う企業理念に基づき、安全・安心な商品作りに取り組むとともに、収益状況の改善と経営基盤の強化を図って参りま

した。　　

　具体的には、生産面におきましては、生産計画の精緻化と歩留まり向上を図るとともに、物流配送部門の効率化を進

めました。販売面では、夏季には葛入り和風ゼリー「葛果」を投入し、軽ギフト需要の拡大を図りました。歳暮期には、

個包装の一粒栗入り栗羊羹「栗山楽」と煎餅詰合せ「おそろい」を新発売し、お買い求めいただきやすい低価格詰合

せ商品の拡販及びギフト需要期の売上高の増加に注力いたしました。平成25年１月25日には、直営新店舗（かつらぎ

店）をオープンさせ、売上拡大と生産効率化を図りました。　　　

　当事業年度の販売部門別売上高は、次のとおりであります。

　直営店部門におきましては、前期より27百万円減少し、738百万円（前期比96.4％）となりました。

　百貨店部門におきましては、前期より40百万円減少し、448百万円（前期比91.7％）となりました。

　スーパー部門におきましては、前期より７百万円減少し、290百万円（前期比97.3％）となりました。

　喫茶部門におきましては、前期より０百万円減少し、46百万円（前期比98.9％）となりました。

　その他部門におきましては、前期より８百万円減少し、121百万円（前期比93.8％）となりました。

　その結果、当事業年度の全社売上高は、前期より84百万円減少して、1,646百万円（前期比95.1％）となりました。

　また、当事業年度の損益面におきましては、売上原価は959百万円（前期比2.5％減）となり、営業損失は44百万円

（前期同期は営業利益10百万円）、経常損失は54百万円（前年同期は経常利益２百万円）となりました。 

　当期純損失段階においては、特別損失として固定資産廃棄損及び法人税等の計上により、当期純損失は62百万円（前

年同期は当期純損失５百万円）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

  当事業年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べ12百万円増加し、63百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は、65百万円（前年同期比59百万円減少）の使用となりました。これは主に、税引前当期純損

失54百万円（前年同期は税引前当期純利益１百万円）を計上し、減価償却費15百万円（前年同期は17百万円）を計

上したこと、たな卸資産が５百万円減少（前年同期は１百万円減少）しましたが、仕入債務が５百万円減少（前年

同期は０百万円増加）したこと、長期未払金が19百万円減少（前年同期は21百万円減少）したことなどによるもの

です。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は、18百万円（前年同期は４百万円の獲得）の使用となりました。これは主に、有形固定資産

の取得による支出が13百万円（前年同期は１百万円の支出）あったことなどによるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は、97百万円（前年同期は28百万円の使用）の獲得となりました。これは主に、短期借入れに

よる収入が110百万円（前年同期は２百万円の収入）あったことなどによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当社は、単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、生産実績を製品別に示すと、次のとお　りで

あります。　

製品別
第69期

平成24年４月１日～平成25年３月31日
金額（千円） 前期比（％）

羊羹 133,633 85.0

缶詰 68,488 92.4

饅頭 260,161 96.0

煎餅 44,663 98.7

その他 104,212 95.4

計 611,158 93.1

　（注）１　金額算出の基準は各期の製造原価によっております。

２　その他は羊羹、缶詰、饅頭等の詰合わせに使用された容器類等を含んでおります。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）仕入商品実績

　　当社は、単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、仕入商品実績を商品別に示すと、次のとお

りであります。

商品別
第69期

平成24年４月１日～平成25年３月31日
金額（千円） 前期比（％）

羊羹　 12,516 －

缶詰 20,509 95.9

饅頭 103,914 90.8

煎餅 106,453 112.1

その他 101,576 101.9

計 344,970 104.4

　（注）１　生産実績に含まれない仕入商品であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社の製品は需要周期が安定しており、一部製品を除いて見込生産によっております。
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(4）販売実績

①　販売経路

　主たる販売先は当社直営店並びに全国の有名百貨店、小売店に対する直販経路によります。

②　販売実績

　　当社は、単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、販売実績を販売先別に示すと、次のとお

りであります。

販売先別
第69期

平成24年４月１日～平成25年３月31日
金額（千円） 前期比（％）

直営店 738,139 96.4

百貨店 448,886 91.7

スーパー 290,639 97.3

喫茶部門 46,953 98.9

その他 121,722 93.8

計 1,646,341 95.1

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対する割合が
10

を超える相手先はありません。
100
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３【対処すべき課題】

　今後のわが国経済におきましては、円安・株高による景気活性化への期待感はあるものの、原材料価格の高騰や消費

者の生活防衛意識は根強く、景気は先行きが不透明な状況で推移するものと思われます。人口減少や販売形態の変化

による企業間競争の激化に加え、増税懸念や所得環境の悪化の中、厳しい経営環境が続くものと予測されます。

　当社においては、長期にわたる継続的な売上高の減少等があり、常態的に資金繰りが逼迫しており、金融機関に対し

平成25年２月末日の返済分より平成25年７月末日まで全ての借入金の元本返済猶予を受けております。今後の返済計

画については、金融機関と協議中であります。

　当面のところ金融機関からの新規借り入れが困難であるため、当面の運転資金については、創業家及び取引先へ支援

を要請しております。

　未払退職金につきましては、平成17年２月に、退職金制度を廃止し、当時587百万円を分割返済するという内容で労使

協定を結んでおりますが、その完済期限が平成27年１月末と２年以内に迫っております。当事業年度末時点における

未払債務残高は263百万円となっておりますが、現状では債務を完済する目途がたっておりません。

　こうした経営情勢の中、当社は、業績低下に歯止めをかけ、資金繰りを改善すべく、平成25年２月21日付で「経営改善

計画書」を策定し、（１）短期的対策（当面の対策）として①人件費に係る固定費の削減②物流部門の請負取引によ

る固定費削減、配置転換及び出向③組織の見直し、担当変更、配置転換、退職者不補充④経営コンサルタントの導入⑤

既存商品販路拡大策⑥既存店で売上を上げる取り組みに注力展開⑦新規出店⑧不動産の資金化（２）その後の対策

として①大都市圏への営業を復活してブランドの再浸透を図る②未払金対策③資本金問題の解決等に鋭意取り組ん

でおります。

　

　　　　

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）食の安全性について

　当社においては、製品の安全・安心、安定的品質の確保が最重要課題であると認識しており、この点に最大限の注

力をしております。食品衛生法をはじめとした関連法規の遵守、表示の適正化、原材料の安全性の確保等を徹底し、

顧客満足の最大化を目指しております。

　これら最大限の努力を払っておりますが、当社の取り組みを超える事象が発生した場合は、当社の業績に影響を与

える可能性があります。

(2）燃料、原材料及び資材の調達について

　当社の使用する原材料は主に農産物由来であり、これら主要原材料は天候による収穫量の増減、需要状況などによ

り市場価格が変動し、製造コストが上昇する状況にあります。これらの状況により売上原価が上昇し、当社の年間を

通じた業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）災害、事故及び天候

　当社は、主力生産設備を本社工場に集約し、製造原価の低減を図っておりますが、台風、大規模地震などによる甚大

な自然災害が発生した場合、生産に対する想定外の被災となり、製品や商品の供給に支障を及ぼす恐れがあり、これ

らは当社の業績及び財政状態に影響する可能性があります。

(4）天候による影響

　当社の取扱商品は、最終消費財でありかつ嗜好品であります。また、売上高は、中元・歳暮を含む進物需要期と平常

月の間に偏差があります。進物需要期における天候不順等は当社の売上高等に影響を及ぼす場合があります。これ

らの状況は当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(5）設備の老朽化

　当社の主要製造設備はすでに耐用年数を超え、老朽化が進んでおります。補修、修繕管理は定期的に実施しており、

当面の使用に支障をきたすことはないと思われますが、順次、設備を更新する必要性があります。これらの事情は当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(6）継続企業の前提に関する重要な事象等

　当社は、長期にわたり毎年売上高の減少が続いており、当事業年度において営業損失44百万円、当期純損失62百万

円を計上しております。「主要な経営指標等の推移」に記載したとおり、当事業年度を含む最近５事業年度のうち

４事業年度で経常赤字を計上し、３期連続して当期純損失を計上しております。

　さらに、３期連続して営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっております。　

　当社といたしましては、平成23年３月10日付で「経営改善計画」を策定し、永年に亘る売上高の減少を食い止め、

安定的な営業利益を計上できる企業体質に転換すべく対策を講じてまいりましたが、市場環境の厳しさもあり、遺

憾ながら想定した結果を出すことがかないませんでした。

　また、資金面におきましては、金融機関に協力を要請し、平成25年２月末からすべての借入金について元本の返済

猶予を受けております。

　当社は、当該状況を解消すべく、「対処すべき課題」に記載いたしましたとおり、平成25年２月21日付で「経営改

善計画書」を策定し、更なるコストダウンに取り組むとともに、売上高を向上させる具体的な対策を検討しており

ます。

　これらの対策を講じることにより、収益性の改善を図り、営業利益を計上できるように努める所存であります。

　また、資金面に関しましては、金融機関より返済猶予を受けている借入金の返済期日は平成25年７月末日となって

おりますが、金融機関に対して継続的なご支援をお願いしているところであり、引き続き返済猶予の継続をしてい

ただけるものと考えております。また、当面の運転資金に関しましては、創業家及び取引先に支援を要請しており、

当面の必要資金についての協力につきましては了承が得られております。

　これらの対応策を実施している途上であるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。　

　　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社は『菓子を通じて、感動と和みのある心豊かな生活シーンの提案をする』という企業理念に基づき、和菓子とい

う伝統商品にも現代感覚を取り入れ今に伝える、というキーワードのもとに研究開発に取り組んでおります。

　消費者ニーズを的確に捉えながら、お客様第一主義をモットーに高品質で安全・安心な商品の研究開発に取り組ん

でおります。　

　当事業年度における研究開発費は17百万円であります。 

  当社は、単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、研究開発費を製造関連部門及び商品関連部

門に区分して示すと次のとおりであります。

　

①　製造関連部門

　各種催事及びイベント商品として、餅入りどら焼き（桜・蓬）や季節朝生類を開発投入しました。店舗限定でワッ

フルの実演販売を実施し、客数増・店舗活性化を図りました。

　当事業年度における研究開発費は７百万円であります。

 

② 商品関連部門

　「味ふぶき」のデザイン及び内容を一新し新発売しました。下期には、消費者の個食化に対応すべく、煎餅詰合せ

「おそろい」や低甘味でソフトな個包装タイプの一粒栗入り栗羊羹「栗山楽」を新発売し、自家需要及び軽ギフト

の売上拡大に注力いたしました。

　当事業年度における研究開発費は９百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、「第５　経理の状況１財務諸表の作成方法について」に記載のとおり、わが国において一般に

公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております。

　また、当財務諸表で採用する重要な会計方針等につきましては「重要な会計方針」に記載しておりますが、特に以

下の重要な会計方針及び見積りの判断が財政状態及び経営成績に対して重要な影響を及ぼすものと考えておりま

す。

①　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　当社のたな卸資産の評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっており、評価方法は原則として、製品については総平均法を、商品、原材料、仕掛品、貯蔵品については

月別移動平均法を採用しております。

　また、当社は食品業であり、賞味期限管理を重視しており、賞味期限の到来が近づけば適時処分しているため、在

庫で評価減を要するものは存在しないと認識しております。

②　貸倒引当金の計上基準

　貸倒引当金については、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については財務内容評価法等に

より、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）当事業年度の経営成績の分析

①　概要

　当社の当事業年度の経営成績は、売上高が1,646百万円（前期売上高1,731百万円）、売上総利益が686百万円

（前期売上総利益746百万円）、営業損失は44百万円（前期営業利益10百万円）、経常損失は54百万円（前期経常

利益２百万円）、当期純損失は62百万円（前期当期純損失５百万円）となりました。

②　売上高

　当事業年度の売上高は、前期から84百万円減少し、1,646百万円となりました。

③　売上総利益

　売上高は前期比95.1％と減少し、売上原価が前期より25百万円減少の959百万円となり、当事業年度の売上総利

益は、前期比59百万円減少して686百万円（前期売上総利益746百万円）となりました。

④　営業損失

　すべての経費を見直し削減に努めた結果、販売費及び一般管理費は、前期に比べて３百万円減少の731百万円と

なり、営業段階では、前期に比べて55百万円減少し営業損失44百万円（前期営業利益10百万円）となりました。

⑤　経常損失

　営業外収益が１百万円、営業外費用は11百万円（支払利息11百万円）となり、当事業年度は経常段階で前期に比

べて57百万円減少し、経常損失54百万円（前期経常利益２百万円）となりました。

⑥　当期純損失

　当期純損失段階では、固定資産廃棄損及び法人税等の計上により、当期純損失62百万円（前期当期純損失５百万

円）となりました。
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(3）当事業年度の財政状態の分析

①　資産・負債及び純資産の状況

　当事業年度末の総資産は、前期末に比べ９百万円（0.8％増）増加し、1,128百万円となりました。

　これは主に、借入により現金及び預金が12百万円増加したこと、売掛債権の回収などにより流動資産が６百万円

増加したこと等によるものであります。

　負債の部は、前期末に比べ71百万円（8.5％増）増加し、904百万円となりました。

　これは主に、仕入債務が５百万円減少しましたが、借入金が97百万円増加したこと等によるものであります。

　純資産の部は、前期末に比べ61百万円（21.6％減）減少し、223百万円となりました。

これは主に、当期純損失62百万円によるものです。

②　当事業年度のキャッシュ・フローの状況

　「１　業績等の概要（２）キャッシュ・フローの状況」に記載した項目をご参照下さい。

　

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、前述の「４　事業等のリスク」に記載のとおりであり

ます。

(5）戦略的現状と見通し

　当社は、経費の見直し、財務内容の是正、経常利益率の向上策を進めております。今後は、既存店舗の販売促進及び

販売力を強化することで、売上増（来店客数の増加）を目指します。直営店舗の新規出店を計画し、販売構成比率を

改善することで、固定費を吸収できるよう経営体質の改善を行うことに注力いたします。

(6）継続企業の前提に関する重要な事象

　当社の継続企業の前提に関する重要な事象につきましては、前述の「４　事業等のリスク」に記載のとおりであり

ます。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度における設備投資の総額は13,130千円であります。

　主な設備投資内容は、直営店舗新規出店及び百貨店等のリニューアルによる改装投資であります。

　なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の売却・撤去はありません。

２【主要な設備の状況】

　　   当社は、単一セグメントにより、セグメント情報を記載していないため、事業所及び業務内容別に示すと、主要な設備

は、以下のとおりであります。

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

業務内容
土地

建物
（千円）

機械及び
装置
（千円）

工具、器
具及び備
品
（千円）

その他の
有形固定
資産
（千円）

投下資本
合計
（千円）

従業
員数
（人）面積（㎡） 金額(千円)

生産の設備                                  

本社工場

（和歌山県和歌山市）

羊羹類

缶詰類

饅頭類

14,661257,02146,79543,9502,026 9,939359,733
38

(7)

京都工場

（京都市伏見区）
饅頭類 76 69,186 466 650 58 42 70,404

2

(1)

その他の設備                                  

本社

（和歌山県和歌山市）
管理業務 351 27,04210,854 － 2,755 2,62743,279

6

(1)

和歌山支社

（和歌山県和歌山市）
販売業務 435 4,54251,489 － 3,767 1,85161,651

30

(65)

大阪支社

（大阪市天王寺区）
　 〃 － － 13,151 － 6,962 125 20,239

29

(29)

京都支店

（京都市伏見区）
　 〃 279 254,6503,275 － 308 84 258,319

5

(3)

　（注）１　上表の金額は帳簿価額であります。

その他の有形固定資産の内訳は、構築物13,682千円、車両運搬具988千円であります。

２　従業員数の（　）は、臨時雇用人員を外書しております。

３　リース契約による主な資産は次のとおりであります。

名称 台数 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

ファックス、コピー等事務機器  ６ ５～６年 1,274 1,195

車輌、機械設備他  11 ４～５年 3,344 2,870

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　特記事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行
数（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成25年６月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000

当社株式は非上場に

つき該当事項はあり

ません。

単元株式数は1,000株であ

ります。

計 20,000,000 20,000,000－ －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。  

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　 該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成15年12月12日 9,400,00020,000,000573,4001,103,400573,400699,737

　（注）　有償　第三者割当　（9,400,000株）　発行価格　122円　資本組入額　61円

割当先　飯倉ホールディングス株式会社

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ － 2 38 5 1 1,961 2,007 －

所有株式数

（単元）
－ － 1 5,388 719 10 13,651 19,769231,000

所有株式数

の割合（％）
－ － 0.01 27.25 3.64 0.05 69.05 100.00 －

　（注）１.　自己株式数91,467株は「個人その他」に91単元、及び「単元未満株式の状況」に467株含めて記載してお　　　　

　　　ります。

　      ２.　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,324単元含まれております。　

（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

協和道路株式会社 愛媛県松山市松末１丁目１－５ 1,600 8.00

岡本　文之助 堺市西区 603 3.01

株式会社三和 和歌山県有田市新堂271 600 3.00

ゴールドマンサックスアンドカン

パニーレギュラーアカウント

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

８５　Ｂｒｏａｄ　Ｓｔｒｅｅｔ　Ｎ

ｅｗ　Ｙｏｒｋ,　ＮＹ　1０００４Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ

（東京都港区六本木６丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー）

595 2.97

石井産業株式会社 和歌山県和歌山市湊1116 457 2.28

池田　公平 和歌山県和歌山市 395 1.97

岡本　公一 大阪府吹田市 367 1.83

駿河屋共栄持株会 和歌山県和歌山市駿河町12番地 358 1.79

近藤　隆宣 和歌山県和歌山市 350 1.75

清水　衛 和歌山県和歌山市 297 1.48

計 － 5,623 28.11

　（注）１.　駿河屋共栄持株会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。

　      ２.　上記のほか、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,324千株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　91,000
－

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式19,678,000 19,678同上

単元未満株式 普通株式　 231,000 － 同上

発行済株式総数 20,000,000－ －

総株主の議決権 － 19,678 －

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,324,000株含まれてお

ります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2,324個が含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社駿河屋

和歌山県和歌山市駿河町

12番地
91,000 － 91,000 0.46

計 － 91,000 － 91,000 0.46

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】　

 　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　 該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 91,467 － 91,467 －

 　（注）当期間における保有自己株式数には、平成25年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、株主の皆様に対する利益還元を最重要課題と認識し、安定した利益確保を目指す

とともに、今後の競争激化に耐え得る企業体質の強化と将来の事業展開に備えるべく内部留保の充実などを勘案しな

がら、安定的な配当水準を維持することを基本方針としております。

　当社は、毎年3月31日を基準日として年1回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　これらの金銭による剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。

　当事業年度（平成25年3月期）につきましては、当期純損失を計上する結果となりましたので、当事業年度末配当に

ついては、無配とさせていただきました。

　次期におきましては、既存店舗の販売促進及び販売力を強化することで、売上増（来店客数の増加）を図るととも

に、経営改善の諸施策を推し進め、経費削減を更に推し進めることで、固定費の抑制及び総コストの改善に取り組み、

収益構造の改革に傾注する所存であります。

４【株価の推移】

　当社株式は、非上場株式であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社駿河屋(E00379)

有価証券報告書

17/53



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長
－ 岡本　文之助 昭和２年７月22日生

昭和25年６月当社入社

（注）2 603

昭和30年５月当社取締役東京支社長就任

昭和39年６月当社取締役大阪支社長

昭和45年６月当社常務取締役就任

昭和60年６月当社代表取締役社長就任

平成８年６月 当社代表取締役会長就任

平成13年６月当社取締役相談役就任

平成16年11月当社代表取締役会長就任

平成20年６月

平成24年11月　

当社取締役相談役就任

当社代表取締役会長就任

（現）

代表取締役　　社

長
― 清水　衛 昭和28年２月10日生

昭和51年３月当社入社

（注）2 297

平成13年６月当社製造本部製造部長兼本

社工場長

平成15年６月当社取締役商品部長就任

平成16年11月当社常務取締役就任

平成17年９月当社常務取締役営業統括本

部長就任

平成20年６月当社常務取締役管理統括本

部長就任

平成21年５月

平成23年５月　

当社取締役製造部長就任

当社代表取締役社長就任

（現）　

取締役 総務部長 近藤　隆宣 昭和24年４月５日生

昭和52年９月当社入社

（注）2 350

平成12年７月当社業務統括本部総務部長

平成13年６月当社取締役営業本部本店営

業部長兼和歌山支社長就任

平成15年７月当社常務取締役

平成16年11月当社取締役

平成17年９月当社取締役管理統括本部長

平成20年６月当社常務取締役営業統括本

部長就任

平成21年５月当社取締役本店営業部長就

任

平成22年７月当社取締役総務部長就任

（現）

取締役
経理部長兼

製造部長　
宮野　之雄 昭和29年３月27日生

昭和54年１月当社入社

（注）2 11

平成11年10月当社営業統括本部第二事業

部商品部商品開発室長

平成13年１月当社総合企画部企画開発室

長

平成16年12月当社商品開発室長

平成17年９月当社管理本部製造部長兼Ｍ

Ｄ部次長

平成21年６月当社取締役ＭＤ部長就任

平成22年７月当社取締役経理部長就任

平成23年10月当社取締役経理部長兼製造

部長就任（現）

取締役 販売促進部長 丸山　佳之 昭和31年１月20日生

昭和54年３月当社入社

（注）2 13

平成９年６月 当社経営企画部経営企画課

長

平成14年10月当社経営企画室長

平成16年４月当社第一営業部統括マネー

ジャー

平成16年12月当社経理部長

平成20年10月当社管理本部経理部長兼経

営企画室長

平成21年６月当社取締役管理部長兼経営

企画室長就任

平成22年７月当社取締役販売促進部長就

任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 常勤 松本　泰男 昭和23年１月31日生

昭和43年２月当社入社

（注）3 245

平成９年12月当社営業統括本部第一事業

部営業第一部長

平成13年１月当社営業本部デリバリー部

長

平成14年３月当社商品部商品開発室長

平成15年６月当社常勤監査役就任（現）

監査役 － 三家　紀久 昭和15年11月25日生

平成８年６月 株式会社三和総合研究所

（現三菱UFJリサーチ＆コ

ンサルティング株式会社）

取締役兼理事

（注）3 239
平成10年10月同社常務取締役兼理事

平成12年６月当社監査役就任（現）

平成16年３月株式会社UFJ総合研究所

（現三菱UFJリサーチ＆コ

ンサルティング株式会社）

退職

監査役 － 美村　貞直 昭和20年12月18日生

昭和58年５月弁護士登録（東京弁護士会

所属） （注）3 269

平成12年６月当社監査役就任（現）

    計    2,027

　（注）1.　監査役三家紀久、美村貞直は、社外監査役であります。

2.　平成24年6月28日開催の定時株主総会の終結の時から2年間

  3.　平成23年6月29日開催の定時株主総会の終結の時から4年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、食品会社として安全・安心な製品づくりを行うとともに顧客満足を最大化すること、並びに市場の変化に

対応しながら企業価値を高めていくことが経営の基本方針であると捉えております。そのため、コーポレート・ガ

バナンスの充実を経営上の重要な課題のひとつとしており、効率経営と経営の透明性確保によりステークホルダー

の信頼性向上を目指すとともに法令に則った健全経営を図ってまいります。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　会社の機関の内容

　当社は監査役制度を採用しております。

　監査役会は常勤監査役１名及び非常勤監査役２名（社外監査役２名）で構成されております。

　また、取締役会は５名で構成されております。

②　内部統制システム図

③　内部統制システムの整備の状況

　監査役は監査役会において定められた監査の方針及び業務分担等に従い、法令及び定款に定められた事項並び

に重要な監査業務について協議するとともに監査体制の整備・充実を図っております。監査役は取締役会及び重

要な会議に出席し、取締役の業務執行の適法性の監査を行うとともに取締役の職務執行状況についての監査を

行っております。

　取締役会を原則毎月開催し、重要事項はすべて付議しております。取締役会では重要事項に関する意思決定と取

締役の業務執行を監視するとともに、取締役会での協議及び報告機会における相互監視などを行っております。

　また、取締役や主要部門長により構成される経営委員会を毎月開催し、業務進捗状況の確認、評価、対策の決定な

ど経営に関する相互牽制機能を果たしております。さらに社内規定及び法令の遵守によりコンプライアンス体制

の強化に取り組んでおります。そのためコンプライアンス基本方針（行動基準）を制定し、その取り組み・徹底

に努めるとともに、外部識者を含むコンプライアンス委員会を設置し、内部統制、法令遵守の体制強化に取り組ん

でおります。

　会計監査人につきましては、公認会計士玉置栄一氏・公認会計士檀上秀逸氏と監査契約を締結して期中監査お

よび期末監査等会計監査を受けております。

　顧問弁護士は、梅新法律事務所及び天神橋法律事務所と顧問契約を締結し、法務全般に関する指導、助言を受け

ております。
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④　リスク管理体制の整備の状況

　当社は「コンプライアンス基本方針（行動基準）」「コンプライアンス綱領（行動規範）」を制定し、役員、社

員の業務指針、判断基準として運営することを主としてリスク管理体制としております。

　社内体制として、コンプライアンスの重要な問題を審議し、取締役会に答申するコンプライアンス委員会の設置

と定期開催、内部通報制度としての「ヘルプネット」の整備により法令違反の芽を摘み、法令遵守の実現を図る

こととしております。

⑤　役員報酬の内容

　当事業年度において、当社の取締役及び監査役に支払った報酬は以下のとおりであります。

取締役の年間報酬総額　 6,000千円（うち社外取締役に対する報酬　　 －千円）

監査役の年間報酬総額　 5,520千円（うち社外監査役に対する報酬　1,920千円）

⑥　会社と社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係

　社外取締役は、平成17年1月7日、石井堅司氏が辞任して以来、在籍しておりません。また、社外監査役２名と当社

の間に、特別な利害関係はございません。

⑦　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行したのは、公認会計士玉置栄一氏・公認会計士檀上秀逸氏であります。監査業務に係

る補助者は、公認会計士３名で構成されています。

　また、監査業務に係る審査は、日本公認会計士協会品質管理基準委員会報告書第１号「監査事務所における品質

管理」に準拠し、公認会計士向井泰彦氏による外部委託審査を受けております。

⑧　取締役の定数及び取締役の選任の決議要件

　当社の取締役は、13名以内とする旨定款に定めております。

　また、当社は、取締役の選任について、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって選任する旨定款に定めております。なお、取締役の選任

決議は、累積投票によらないこととしております。

⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 9,600 － 9,600 －

計 9,600 － 9,600 －

②【その他重要な報酬の内容】　

　（前事業年度）　

　　該当事項はありません。

　

　（当事業年度）

　　該当事項はありません。　

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　（前事業年度）

　　該当事項はありません。

　

　（当事業年度）

　　該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日

まで）の財務諸表について、公認会計士玉置栄一氏、公認会計士檀上秀逸氏により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は、次のとおり異動しております。

　　前事業年度　　公認会計士檀上秀逸氏・公認会計士林紀美代氏　　

　　当事業年度　　公認会計士玉置栄一氏・公認会計士檀上秀逸氏

　

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

（１）異動に係る監査公認会計士等の氏名・名称

　　①　選任する監査公認会計士等の氏名

　　　　玉置公認会計士事務所　公認会計士　玉置　栄一

　　②　退任する監査公認会計士等の氏名

　　　　林紀美代公認会計士事務所　公認会計士　林　紀美代

（２）異動の年月日

　　　　平成24年６月28日（第68回定時株主総会）

（３）退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士となった年月日

　　　　平成23年６月29日

（４）退任する監査公認会計士等が直近２年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

（５）異動の決定又は、異動に至った理由及び経緯

　　　　平成24年６月28日開催の第68回定時株主総会終結をもって任期満了となることに伴う異動であります。

（６）上記（５）の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

　　　　「特段の意見はありません。」との回答を得ております。

３　連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、ディスクロー

ジャー実務研究会専門法人の主催する研修会に参加しております。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 53,864

※1
 66,640

受取手形 ※2
 1,649 948

売掛金 111,015 105,554

商品及び製品 37,647 34,135

仕掛品 523 1,030

原材料及び貯蔵品 54,036 51,376

前払費用 3,270 3,499

未収入金 273 2,381

その他 996 2,521

貸倒引当金 △1,710 △202

流動資産合計 261,567 267,886

固定資産

有形固定資産

建物 635,952 644,690

減価償却累計額 △510,116 △518,657

建物（純額） ※1
 125,836

※1
 126,032

構築物 66,317 66,317

減価償却累計額 △51,320 △52,635

構築物（純額） 14,997 13,682

機械及び装置 839,364 838,406

減価償却累計額 △793,545 △793,805

機械及び装置（純額） 45,819 44,600

車両運搬具 12,280 13,003

減価償却累計額 △11,596 △12,015

車両運搬具（純額） 684 988

工具、器具及び備品 152,458 153,912

減価償却累計額 △137,641 △138,033

工具、器具及び備品（純額） 14,816 15,879

土地 ※1
 612,443

※1
 612,443

有形固定資産合計 814,596 813,627

無形固定資産

ソフトウエア 74 2,905

電話加入権 4,583 4,583

無形固定資産合計 4,657 7,489

投資その他の資産

投資有価証券 786 1,885

出資金 775 775

長期前払費用 4,088 4,027

差入保証金 31,712 32,472

長期未収入金 4,310 4,010

貸倒引当金 △3,660 △3,660

投資その他の資産合計 38,012 39,510

固定資産合計 857,266 860,626

資産合計 1,118,833 1,128,513
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 21,743 21,540

買掛金 64,190 59,365

短期借入金 ※1
 156,000

※1
 483,500

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 240,000

※1
 1,503

未払金 28,252 51,287

未払費用 19,835 19,968

未払法人税等 10,696 10,080

未払消費税等 7,523 4,240

預り金 1,853 1,742

流動負債合計 550,096 653,228

固定負債

長期借入金 － ※1
 8,163

長期未払金 283,210 243,215

繰延税金負債 － 183

固定負債合計 283,210 251,561

負債合計 833,306 904,790

純資産の部

株主資本

資本金 1,103,400 1,103,400

資本剰余金

資本準備金 699,737 699,737

資本剰余金合計 699,737 699,737

利益剰余金

利益準備金 6,162 6,162

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,519,089 △1,581,211

利益剰余金合計 △1,512,927 △1,575,049

自己株式 △4,667 △4,667

株主資本合計 285,542 223,420

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △15 302

評価・換算差額等合計 △15 302

純資産合計 285,527 223,723

負債純資産合計 1,118,833 1,128,513
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高

製品売上高 1,211,181 1,061,704

商品売上高 519,902 584,637

売上高合計 1,731,083 1,646,341

売上原価

製品期首たな卸高 29,092 32,833

商品期首たな卸高 6,221 4,814

当期製品製造原価 ※4
 656,595

※4
 611,158

当期商品仕入高 330,413 344,970

合計 1,022,323 993,776

製品期末たな卸高 32,833 29,312

商品期末たな卸高 4,814 4,823

売上原価合計 984,676 959,641

売上総利益 746,407 686,700

販売費及び一般管理費

販売費 636,128 633,533

一般管理費 99,491 98,097

販売費及び一般管理費合計 ※1, ※4
 735,620

※1, ※4
 731,630

営業利益又は営業損失（△） 10,787 △44,930

営業外収益

受取利息 2 3

受取配当金 37 37

その他の収益 3,128 1,562

営業外収益合計 3,168 1,603

営業外費用

支払利息 11,123 11,105

その他の費用 － 100

営業外費用合計 11,123 11,205

経常利益又は経常損失（△） 2,832 △54,532

特別利益

固定資産売却益 ※2
 222 －

特別利益合計 222 －

特別損失

固定資産廃棄損 ※3
 780

※3
 139

投資有価証券売却損 500 －

特別損失合計 1,281 139

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 1,774 △54,672

法人税、住民税及び事業税 7,756 7,449

法人税等調整額 － －

法人税等合計 7,756 7,449

当期純損失（△） △5,982 △62,121
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費      425,29064.8     388,15463.5
Ⅱ　労務費      164,96125.1     160,03926.2
Ⅲ　経費                          
１　外注加工費  599         1,359         
２　減価償却費  5,803         5,153         
３　電力料  19,380         19,112         
４　その他の経費  40,210 65,99310.1 37,845 63,47110.3
当期総製造費用      656,245100.0     611,665100.0
期首仕掛品棚卸高      874         523     
合計      657,119        612,189    
期末仕掛品棚卸高      523         1,030    
当期製品製造原価      656,595        611,158    

                          

　（注）　（原価計算の方法）組別総合計算による実際原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,103,400 1,103,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,103,400 1,103,400

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 699,737 699,737

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 699,737 699,737

資本剰余金合計

当期首残高 699,737 699,737

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 699,737 699,737

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 6,162 6,162

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,162 6,162

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,513,106 △1,519,089

当期変動額

当期純損失（△） △5,982 △62,121

当期変動額合計 △5,982 △62,121

当期末残高 △1,519,089 △1,581,211

利益剰余金合計

当期首残高 △1,506,944 △1,512,927

当期変動額

当期純損失（△） △5,982 △62,121

当期変動額合計 △5,982 △62,121

当期末残高 △1,512,927 △1,575,049

自己株式

当期首残高 △4,635 △4,667

当期変動額

自己株式の取得 △32 －

当期変動額合計 △32 －

当期末残高 △4,667 △4,667
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 291,557 285,542

当期変動額

当期純損失（△） △5,982 △62,121

自己株式の取得 △32 －

当期変動額合計 △6,015 △62,121

当期末残高 285,542 223,420

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △926 △15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

911 317

当期変動額合計 911 317

当期末残高 △15 302

評価・換算差額等合計

当期首残高 △926 △15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

911 317

当期変動額合計 911 317

当期末残高 △15 302

純資産合計

当期首残高 290,631 285,527

当期変動額

当期純損失（△） △5,982 △62,121

自己株式の取得 △32 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 911 317

当期変動額合計 △5,104 △61,804

当期末残高 285,527 223,723
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 1,774 △54,672

減価償却費 17,414 15,988

貸倒引当金の増減額（△は減少） 160 △1,508

受取利息及び受取配当金 △39 △40

投資有価証券売却損益（△は益） 500 －

支払利息 11,123 11,105

固定資産売却損益（△は益） △222 －

固定資産廃棄損 780 139

売上債権の増減額（△は増加） 3,589 6,161

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,334 5,664

仕入債務の増減額（△は減少） 361 △5,028

未収入金の増減額（△は増加） 365 △2,107

未払金の増減額（△は減少） △1,345 2,319

長期未払金の増減額（△は減少） △21,960 △19,280

その他 △1,126 △4,826

小計 12,709 △46,084

利息及び配当金の受取額 39 40

利息の支払額 △10,871 △11,602

法人税等の支払額 △7,791 △7,756

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,912 △65,403

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,835 △13,130

有形固定資産の売却による収入 500 －

無形固定資産の取得による支出 － △3,632

投資有価証券の取得による支出 △598 △597

投資有価証券の売却による収入 5,254 －

その他 1,267 △1,626

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,587 △18,987

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,000 110,000

長期借入れによる収入 － 10,000

長期借入金の返済による支出 △30,000 △22,834

自己株式の取得による支出 △32 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △28,032 97,166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △29,358 12,775

現金及び現金同等物の期首残高 79,722 50,364

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 50,364

※
 63,140

EDINET提出書類

株式会社駿河屋(E00379)

有価証券報告書

30/53



【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社は、長期にわたり毎年売上高の減少が続いており、当事業年度において営業損失44百万円、当期純損失62百万円を

計上しております。「主要な経営指標等の推移」に記載したとおり、当事業年度を含む最近５事業年度のうち４事業年

度で経常赤字を計上し、３期連続して当期純損失を計上しております。

　さらに、３期連続して営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっております。　

　当社といたしましては、平成23年３月10日付で「経営改善計画」を策定し、永年に亘る売上高の減少を食い止め、安定

的な営業利益を計上できる企業体質に転換すべく対策を講じてまいりましたが、市場環境の厳しさもあり、遺憾ながら

想定した結果を出すことがかないませんでした。

　また、資金面におきましては、金融機関に協力を要請し、平成25年２月末からすべての借入金について元本の返済猶予

を受けております。

　当社は、当該状況を解消すべく、「対処すべき課題」に記載いたしましたとおり、平成25年２月21日付で「経営改善計

画書」を策定し、更なるコストダウンに取り組むとともに、売上高を向上させる具体的な対策を検討しております。

　これらの対策を講じることにより、収益性の改善を図り、営業利益を計上できるように努める所存であります。また、資

金面に関しましては、金融機関より返済猶予を受けている借入金の返済期日は平成25年７月末日となっておりますが、

金融機関に対して継続的なご支援をお願いしているところであり、引き続き返済猶予の継続をしていただけるものと考

えております。また、当面の運転資金に関しましては、創業家及び取引先に支援を要請しており、当面の必要資金につい

ての協力につきましては了承が得られております。

　これらの対応策を実施している途上であるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表に

反映しておりません。　
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（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他有価証券

(1）時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算

定しております。）

(2）時価のないもの

総平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

(1）製品

総平均法

(2）商品、原材料、仕掛品、貯蔵品

月別移動平均法

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を徐く）………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　８～50年

機械装置及び工具器具備品　　２～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて、定額法を採用してお

ります。

(3）少額減価償却資産（取得価額が100千円以上200千円未満の資産）………３年均等償却

(4）リース資産………定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４　引当金の計上基準

　　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については財務内

容評価法等により、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について、僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。　
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

　預金 3,500千円 3,500千円

　建物 87,275 82,846

　土地　 608,152 612,443

計 698,928 698,789

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

　短期借入金 156,000千円 483,500千円

　１年内返済予定の長期借入金 240,000 1,503

　長期借入金 － 8,163

計 396,000 493,166

　

※２　期末日満期手形

　　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期の末日が金融

　　機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

　受取手形 596千円 －千円
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（損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

販売費 　 　

　　給料　 341,736千円 338,621千円

　　法定福利費 48,902 50,021

　　運送費　 52,731 46,981

　　広告宣伝費　 36,209 39,765

　　地代家賃　 41,224 41,197

　　減価償却費　 9,897 8,779

一般管理費　         

　　給料　 42,059 42,302

　　法定福利費　 6,853 6,623

　　減価償却費　 1,714 2,055

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

　工具、器具及び備品 222千円 　 －千円

　

※３　固定資産廃棄損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

　機械及び装置 －千円 　 47千円

　工具、器具及び備品 780 　 92

計 780 　 139

　

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額　

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

25,323千円 17,189千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度　　　期
首株式数（株）

当事業年度　　　増
加株式数（株）

当事業年度　　　減
少株式数（株）

当事業年度末　　株
式数（株）

発行済株式                 

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000

合計 20,000,000 － － 20,000,000

自己株式                 

普通株式 89,662 1,805 － 91,467

合計 89,662 1,805 － 91,467

 　　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,805株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 　　　　　 該当事項はありません。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度　　　期
首株式数（株）

当事業年度　　　増
加株式数（株）

当事業年度　　　減
少株式数（株）

当事業年度末　　株
式数（株）

発行済株式                 

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000

合計 20,000,000 － － 20,000,000

自己株式                 

普通株式 91,467 － － 91,467

合計 91,467 － － 91,467

 　　　　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 　　　　　 該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前事業年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 53,864千円 66,640千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,500　 △3,500　

現金及び現金同等物 50,364　 63,140　

　

（リース取引関係）

　　　　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は主に流動

性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが3ヶ月以内の支払期日であります。

借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後5年であり

ます。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を

管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを

管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません。

　　　　前事業年度（平成24年３月31日）

　
貸借対照表計上額
（千円）　

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 53,864 53,864 －
(2）受取手形 1,649 1,649 －
(3）売掛金 111,015 111,015 －
(4）投資有価証券 786 786 －

　資産計 167,315 167,315 －

(1）支払手形 21,743 21,743 －
(2）買掛金 64,190 64,190 －
(3）短期借入金 156,000 156,000 －
(4）1年内返済予定の長期借入金　 240,000 242,570 2,570

　負債計 481,934 484,505 2,570
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　　　　当事業年度（平成25年３月31日）

　
貸借対照表計上額
（千円）　

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 66,640 66,640 －
(2）受取手形 948 948 －
(3）売掛金 105,554 105,554 －
(4）投資有価証券 1,885 1,885 －

　資産計 175,028 175,028 －

(1）支払手形 21,540 21,540 －
(2）買掛金 59,365 59,365 －
(3）短期借入金 483,500 483,500 －
(4）1年内返済予定の長期借入金　 1,503 1,738 235
(5）長期借入金 8,163 7,818 △344

　負債計 574,072 573,963 △108

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4）投資有価証券

　この時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項につい

ては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　

負　債

(1）支払手形、(2）買掛金、（3）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4）1年内返済予定の長期借入金、（5）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値

により算定しております。

　

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
 

区分 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

長期未払金 283,210 243,215

上記につきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めて

おりません。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成24年３月31日）

　
１年以内　
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超　　　　10年
以内　
（千円）

10年超　

（千円）

現金及び預金 53,864 － － －
受取手形 1,649 － － －
売掛金 111,015 － － －

合計 166,529 － － －

　

当事業年度（平成25年３月31日）

　
１年以内　
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超　　　　10年
以内　
（千円）

10年超　

（千円）

現金及び預金 66,640 － － －
受取手形 948 － － －
売掛金 105,554 － － －

合計 173,143 － － －

　

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

当事業年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

長期借入金 1,503 2,004 2,004 2,004 2,151

合計　 1,503 2,004 2,004 2,004 2,151
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成24年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 786 801 △15

小計 786 801 △15

合計 786 801 △15

　

当事業年度（平成25年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 1,885 1,399 486

小計 1,885 1,399 486

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 1,885 1,399 486

　

２．売却したその他有価証券

　前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式　 5,254 － 500

合計　 5,254 － 500

　

　当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　　 該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（平成24年３月31日）

  該当事項はありません。

　

当事業年度（平成25年３月31日）

  該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　  該当事項はありません。　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　  該当事項はありません。　

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　  該当事項はありません。　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　  該当事項はありません。　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）

　

　

当事業年度

（平成25年３月31日）

繰延税金資産  　  

減価償却超過額 3,232千円 　 3,004千円

未払退職金 101,930　 101,085

繰越欠損金 448,721　 474,614

その他 3,309 　 2,865

繰延税金資産小計 557,193　 581,569

評価性引当額 △557,193　 △581,569

繰延税金資産合計 － 　 －

繰延税金負債     　     

　その他有価証券評価差額金 － 　 183

繰延税金負債合計 － 　 183

繰延税金負債の純額 － 　 183

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）

　

　

当事業年度

（平成25年３月31日）

法定実効税率 40.5％ 　  法定実効税率と税効果会計適用

（調整）  　  後の法人税等の負担率との差異

交際費等永久に損金に算入されない項目 74.0 　  については、税引前当期純損失

住民税均等割 437.2 　  のため記載しておりません。　

評価性引当額の増減 △114.7 　 　

その他 0.2 　 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 437.2 　 　
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（持分法損益等）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（注）　当社は関連会社等がありませんので、持分法を適用した場合の投資損益等については記載しておりま

せ ん。

　

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

当社は、羊羹類、饅頭類、缶詰類、煎餅類等各種和洋菓子の製造と販売ならびにレストラン経営を主な事業

とする単一セグメントであるため、セグメント情報については、記載を省略しております。　

　　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

当社は、羊羹類、饅頭類、缶詰類、煎餅類等各種和洋菓子の製造と販売ならびにレストラン経営を主な事業

とする単一セグメントであるため、セグメント情報については、記載を省略しております。　
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【関連情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　

１.　製品及びサービスごとの情報　

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、　　記

載を省略しております。

　

２.　地域ごとの情報　

（１）売上高　

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

　

３.　主要な顧客ごとの情報

売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略しております。　

　　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　

１.　製品及びサービスごとの情報　

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、　　記

載を省略しております。

　

２.　地域ごとの情報　

（１）売上高　

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

　

３.　主要な顧客ごとの情報

売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略しております。　

　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。　　　　　　　

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。　　　　　　　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。　　　　

　　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。　　　　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　

　該当事項はありません。　

　　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　

　該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員 岡本文之助  － － 当社取締役

被所有

直接

3.06％

被保証

当社銀行借

入に対する

債務被保証

－

千円
－

－

千円

  （注）　当社は、金融機関からの借入に対して、当社取締役岡本文之助より定期預金（3,500千円）の担保提供および極

度額565,000千円の個人保証を受けております。　　　　

  　　　　なお、保証料の支払は行っておりません。　　　　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員 岡本文之助  － －
当社代表　

取締役会長

被所有

直接

3.06％

被保証

当社銀行借

入に対する

債務被保証

－

千円
－

－

千円

役員　 清水　衛　  － －

当社代表　

取締役社長

　

被所有

直接

1.50％　

被保証

当社銀行借

入に対する

債務被保証

－

千円
－

－

千円

  （注）　当社は、金融機関からの借入に対して、当社代表取締役会長岡本文之助より定期預金（3,500千円）の担保提供

および極度額565,000千円の個人保証を受け、また、当社代表取締役社長清水衛より極度額20,000千円の個人保

証を受けております。　　　　

  　　　　なお、保証料の支払は行っておりません。　　　　

（１株当たり情報）

　

　

　

前事業年度

（自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日）

当事業年度

（自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 14.34円 11.24円

１株当たり当期純損失金額 0.30円 3.12円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前事業年度

（自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日）

当事業年度

（自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日）

当期純損失金額（千円） 5,982 62,121

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（千円） 5,982 62,121

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,909 19,909

　

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。　
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

（投資有価証券）         

その他有価証券         

㈱近鉄百貨店 6,906 1,885

計 6,906 1,885

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 635,952 8,737 － 644,690518,657 8,541 126,032

構築物 66,317 － － 66,317 52,635 1,314 13,682

機械及び装置 839,364 － 957 838,406793,805 1,170 44,600

車両運搬具 12,280 722 － 13,003 12,015 418 988

工具、器具及び備品 152,458 3,670 2,215 153,912138,033 2,515 15,879

土地 612,443 － － 612,443 － － 612,443

有形固定資産計 2,318,81713,130 3,1732,328,7741,515,14713,960 813,627

無形固定資産                             

ソフトウェア － － － 3,632 726 800 2,905

電話加入権 － － － 4,583 － － 4,583

無形固定資産計 － － － 8,215 726 800 7,489

長期前払費用 10,479 1,167 4,159 7,487 3,460 1,227 4,027

繰延資産 － － － － － － －

　（注）１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

  建物  直営店舗  内装設備工事一式 8,247 千円

 工具、器具及び備品  百貨店  陳列ケース一式 2,675 千円

２　無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 156,000 483,500 2.03 －

１年以内に返済予定の長期借入金 240,000 1,503 3.00 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定

のものを除く。）
－ 8,163 3.00 平成26年～平成29年 

リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。）
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 396,000 493,166 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 2,004 2,004 2,004 2,151

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 5,370 － 1,423 84 3,862

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。　　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

(a）流動資産

(イ)現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 5,435

預金     

当座預金 48,600

普通預金 8,896

定期預金 3,500

別段預金 207

預金計 61,204

合計 66,640

(ロ)受取手形

ａ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ギフコ㈱ 722

九鬼一商店 226

合計 948

ｂ　期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成25年４月 843

　 〃　 ５月 105

合計 948
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(ハ)売掛金

ａ　相手先業種別内訳

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円)

（百貨店関係）     
（市内近郊小売特約店

関係）
    （直売店関係）     

㈱近鉄百貨店 22,466㈱オークワ 13,976
㈱和歌山ステーション

ビルディング
2,998

㈱高島屋 10,117㈱近商ストア 4,357その他 5,555

㈱京阪百貨店 9,031イズミヤ㈱ 3,421　     

その他 7,258その他 26,370　     

小計 48,873 小計 48,126 小計 8,553

          合計 105,554

ｂ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）
　
(A)

当期発生高
（千円）
　
(B)

当期回収高
（千円）
　
(C)

当期末残高
（千円）
　
(D)

回収率（％）

(c)
×100

(A)＋(B)

滞留期間（日）

(A)＋(D)
2
(B)
365

111,015 1,048,6841,054,145 105,554 90.9 37.7

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

(ニ)商品及び製品・仕掛品

品目 商品及び製品（千円） 仕掛品（千円）

羊羹類 13,305 －

饅頭類 9,707 1,030

缶詰類 4,351 －

煎餅類 4,381 －

その他 2,389 －

合計 34,135 1,030

(ホ)原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円） 区分 金額（千円）

（原材料）     （貯蔵品）     

砂糖・寒天・豆類 5,428包装紙・掛紙 18,608

飴・粉類 873木箱・紙箱 15,765

その他 2,679その他 8,020

小計 8,981 小計 42,394

     合計 51,376
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(b）流動負債

(イ)支払手形

ａ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

（包装容器貯蔵品関係）     

㈱和歌山印刷所 10,380

㈱ハコセ紙業所 5,727

㈱雑賀製作所 2,570

小倉美術印刷㈱ 1,160

コニシ箔工業㈱ 752

その他 948

合計 21,540

ｂ　期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成25年４月 13,385

　 〃 　５月 3,802

　 〃 　６月 4,352

合計 21,540

(ロ)買掛金

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円)

（原材料関係業種）     
（包装容器貯蔵品関係

業種）
    （仕入商品関係業種）     

㈱安儀製餡所 5,280㈱ハコセ紙業所 3,447京銘菓㈱ 11,521

㈱ワダ 1,360明文堂工業㈱ 3,171㈱ユキオー 6,194

㈱キタタニ 1,292㈱スタンダード石油 1,814㈱クリエート匠 4,434

その他 8,173その他 6,507その他 6,166

小計 16,108 小計 14,940 小計 28,317

          合計 59,365

(c）固定負債

(イ)長期未払金

区分 金額（千円）

未払退職金 243,215

合計 243,215

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100株券　500株券　1,000株券　10,000株券　但し100株未満の株式については、そ

の株数を表示した株券とする。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 無料

公告掲載方法 官報

株主に対する特典

１単元以上の株主様対象、お買物優待券発行及び当社商品のご送付

（当社直売店において利用可、但し茶寮並びに商品券、特殊商品等を除く１割

引）
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

　 (1）
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第68期）

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日
 

平成24年６月28日

近畿財務局長に提出。

　

　 (2）臨時報告書　 　 　  
平成24年12月12日

近畿財務局長に提出。　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

 (3）半期報告書
事業年度

（第69期中）

自　平成24年４月１日

至　平成24年９月30日
 

平成24年12月21日

近畿財務局長に提出。

　

　 (4）臨時報告書　 　 　  
平成25年６月６日

近畿財務局長に提出。　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

　 (5）臨時報告書の訂正報告書　 　 　  
平成25年６月27日

近畿財務局長に提出。　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

 平成25年６月17日

株式会社駿河屋  

 取締役会　御中  

 　　玉置公認会計士事務所 

 
 

 
 公認会計士 玉置　栄一　　㊞

 　　公認会計士檀上秀逸事務所 

 
 

 
 公認会計士 檀上　秀逸　　㊞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社駿河屋の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　しかしながら、「意見不表明の根拠」に記載した事項により、私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠

を入手することができなかった。　

　

意見不表明の根拠　

　継続企業の前提に関する事項の注記に記載のとおり、会社は長期にわたり毎年売上高の減少が続いており、当事業年度に

おいて営業損失44百万円、当期純損失62百万円を計上している。また、当事業年度を含む最近５事業年度のうち４事業年度

で経常赤字を計上し、３期連続して当期純損失を計上している。さらに、３期連続して営業活動によるキャッシュ・フロー

がマイナスとなっている。また、平成25年２月末からすべての借入金について平成25年７月末まで元本の返済猶予を受け

ている。

　これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる。私たちは、経営者から経営改善計画書の提示を受けたものの、その合理性及び実現

可能性についての心証が得られず、その他の監査手続によっても十分かつ適切な監査証拠を得ることができなかった。

　　

意見不表明

　私たちは、上記の財務諸表が、「意見不表明の根拠」に記載した事項の財務諸表に及ぼす可能性のある影響の重要性に鑑

み、監査意見の基礎を与える十分かつ適切な監査証拠を入手することができなかったため、当該財務諸表に対して意見を

表明しない。

　

利害関係

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

　

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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